
Ⅰ．はじめに

　近年，林業は外材との厳しい競争，採算性の悪化等の理由から，
「再造林経費を補填できない程度の立木販売収入」という状況が
続いている（11）。さらに，林業従事者の高齢化・過疎化による
担い手の減少，台風などの自然災害やシカ食害の拡大によって，
林家の経営意欲は後退し，人工林伐採跡地に再造林せず放置する
「再造林放棄地」が九州を中心に増加している（11）。
　再造林放棄地の増加は，森林資源の減少につながるだけでなく，
その植生が回復しない場合，水土保全機能や二酸化炭素固定機能
などの公益的機能の低下が懸念されている。さらに，近年におけ
る地震や集中豪雨などの自然災害の多発により，森林のもつ山地
災害防止機能への国民の期待は大きなものとなっている（9）。
そのため，再造林放棄地の増加は林業のみならず，私たちが生活
する環境や社会全体における重要な課題として注目されている。
この再造林放棄地の問題に早期に対応するためには，各放棄地に
おいて植生回復の可能性を評価し，回復しない場合には何らかの
人手を加える必要があると思われる。 
　これまでに放棄地の植生回復に関する研究は，林分レベルでは

高木種組成の変化をみたもの（2），地形および管理履歴に着目
したもの（15）などが報告されている。また，地域レベルでは，
標高と伐採後の取扱いが人工林伐採後の植生回復に与える影響に
ついて解析したもの（10）が存在するが，遷移初期段階のみに
ついての解析であり，伐採後長期間の時系列変化を視野に入れた
解析は行われていない。しかし，広域に分布する再造林放棄地の
植生回復状況を評価するには，より長期的な視点に立って広域的
に植生回復パターンとその違いを決定する要因を把握する必要が
ある。そこで本研究は，再造林放棄地に回復する植生と植生の違
いを決定する要因を広域的かつ長期的に把握するために，県レベ
ルでの二度の調査（５ 〜９年経過，１１ 〜１５年経過）における植
生状態を比較し，植生遷移の動向を明らかにすること目的として
いる。

Ⅱ．対象地・現地調査

　第一回調査は２００２年から２００４年の５月から７月に行った。調査
対象地は大分県が１９９８年に行った再造林放棄地実態調査によって
放棄地とみなされた２００点から，大分県北西部および南部に分布
する３７地点をランダムに抽出した。各放棄地において代表的な植
生を含む様に４ m×４ mの方形区を２〜６個設置し，合計７６プ
ロットを調査した。プロットを設定する際には尾根，谷，作業路
や林縁効果を受けていると考えられる地点は避けるように注意し
た。各プロットでは， １．２ m以上の木本植物について，毎木調査
（樹種，胸高直径，樹高）を行い，斜面方位，斜面傾斜，斜面の
形状，シカの食害の程度を記載した。また，放棄地の立地条件と
して，近接広葉樹までの距離，放棄年数，面積，標高，近接広葉
樹のタイプ，および過去の土地利用（森林または非森林）の記載
を放棄地ごとに行った。
　第二回調査は，２００８年および２００９年の６月から１０月に行った。
調査地点は第一回調査を行った地点から，当時優占していた植生
タイプをもとに２４点抽出し，各放棄地において前回の調査プロッ
トの設置位置に近いと考えられる地点を斜面方位，植生などから
判断し，１０ m×１０ mの方形区を１ 〜２個設置し，合計３５プロッ
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図－１．調査地概要



トを調査した。第一回調査と同様にプロット内に存在する１．２ m
以上の木本植物について毎木調査を行い，立地条件に関するデー
タ収集を行った。

Ⅲ．解析方法

１．植生タイプの分類
　第一回調査および第二回調査合計１１１プロットについて，毎木
調査で得られた樹種を，常緑高木，常緑低木，落葉高木，落葉低
木および先駆種の５つの生活型に分類し，各プロットにおける生
活型ごとの胸高断面積合計割合を算出した。この生活型ごとの胸
高断面積合計割合を用いて，選択距離をユークリッド距離および
分類手法をウォード法として階層的クラスター解析によって各プ
ロットを分類し，植生タイプとした。
２．植生タイプの特徴
　クラスター解析によって分類された各植生タイプの特徴を把握
するため，植生タイプごとにそれぞれの生活型の平均胸高断面積
合計割合を算出した。さらに，各植生タイプの特性を明らかにす
るために放棄年数，標高，面積，斜面方位，斜面傾斜の５つの値
について植生タイプに含まれる全プロットのデータを用いて箱ひ

げ図を作成した。また，植生タイプ間に差がみられるかを
Kruskal－Wallisの検定を用いて比較した。斜面方位については，
調査によって得られた数値から南北を表現させるため，真南が－
１，真北が１の値をとるようにコサインの値に変換した。
３．植生遷移の動向およびその要因
　植生遷移の動向およびその要因を明らかにするために，除歪対
応分析（Detrended Correspondence Analysis：DCA）を行った。
データにはクラスター解析同様，第一回調査，第二回調査合計
１１１プロットの生活型ごとの胸高断面積合計割合を用いた。また，
DCAで得られた各軸と各プロットの立地条件（放棄年数，面積，
標高，斜面方位，斜面傾斜，斜面の形状，シカ食害の有無，近接
広葉樹までの距離，近接広葉樹の分類および過去における樹木の
有無）との相関をみるために相関係数を算出した。その際に，斜
面方位は上述のようにコサインの値に変換し，斜面の形状は，谷
地形＝３，平行＝２，尾根地形＝１，シカ食害の有無は，強度に有
り＝２，有り＝１，無し＝０，近接広葉樹までの距離は，０〜
５０m＝５，５０〜１００m＝４，１００〜１５０m＝３，１５０〜２００m＝２， 
２００m以上＝１，近接広葉樹の分類は，常緑樹＝３，常緑－落葉樹
混交ないしは常緑樹－伐採跡地＝２，落葉樹＝１，過去における
樹木の有無については，有り＝３，まばらに有り＝２，樹木無し
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図－２．クラスター解析によって得られた樹形図
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図－３．各植生タイプの胸高断面積合計割合

 常緑高木　 常緑低木　 先駆性種　 落葉高木　 落葉低木

Ａ：先駆種群
Ｂ：先駆種優占群
Ｃ：先駆種・落葉高木群
Ｄ：落葉高木群
Ｅ：常緑・落葉混交群
Ｆ：常緑高木優占群
Ｇ：常緑高木群
Ｈ：落葉低木群

図－４．各植生タイプの立地条件特性

Ａ：先駆種群
Ｂ：先駆種優占群
Ｃ：先駆種−落葉高木群
Ｄ：落葉高木群
Ｅ：落葉低木群
Ｆ：常緑−落葉混交群
Ｇ：常緑高木優占群
Ｈ：常緑高木群

＊５%有意差有
　（クラスカル・ウォリス検定）



ないしは人工林有り＝１のダミー変数をそれぞれ与えた。なお，
ダミー変数のものは，Spearmanの順位相関係数を，その他の立
地条件はPearsonの相関係数を算出した。

Ⅳ．結　果

　クラスター解析の結果，図－２のように，８つの植生タイプに
分類された（A， B， C， D， E， F， GおよびH）。分類され
た各植生タイプについて，各生活型の胸高断面積合計割合の平均
値から（図－３），A群を先駆種群，B群を先駆種優占群，C群
を先駆種－落葉高木群，D群を落葉高木群，E群を常緑－落葉混
交群，F群を常緑高木優占群，G群を常緑高木群，H群を落葉低
木群とした。植生タイプ間で立地条件の比較を行った結果，斜面
傾斜，面積，標高および経過年数に５%有意水準で差がみられ，
斜面傾斜では先駆種優占群は傾斜が緩く，常緑―落葉混交群では

傾斜が急な傾向がみられた。また，面積では常緑高木が多く入っ
ている植生タイプと落葉低木群で面積が小さく，先駆種や落葉高
木が優占している植生タイプでは面積が大きいといった傾向がみ
られた。標高では落葉高木群が特に標高が高く，経過年数では先
駆種群が特に短い傾向がみられた（図－４）。
　DCAの結果，一軸の値が小さい位置に先駆種群，一軸の値が
大きい位置に常緑高木群，二軸の値が小さい位置に落葉高木群が
配置される傾向がみられた（図－５）。得られたDCA散布図の
中で第一回第二回調査ともに調査している地点を抽出し，その動
向を見ると，一軸について正の方向に向かう動き，すなわち先駆
種群から常緑高木群へ向かう動きと，わずかながら先駆種群から
落葉高木群をへて常緑高木群へと向かう動きがみられた（図－
６）。DCAの第一軸は，放棄年数と正（r = ０．２８９），面積と負の
相関（r = －０．３５２），シカ食害の有無とは有が正・無が負（r = 
０．２１３），近接広葉樹の分類とは常緑樹が正，落葉樹が負の相関
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図－５．DCAによって得られた散布図

図－６．散布図上の遷移の動向



（r = ０．３４５）がみられた。第二軸は，近接広葉樹までの距離とは
負の相関（r = ０．２２４），シカ食害の有無とは有が負，無が正の相
関（r = －０．２３２）がみられた。その他の立地条件には相関がみ
られなかった。つまり，一軸の値が大きいほど，経過年数が長く，
面積は小さい，近接広葉樹が常緑樹でシカの食害がみられる傾向
にあるといえる。また，二軸の値が大きいほど，近接広葉樹まで
の距離が短く，シカの食害がみられない傾向を示した。

Ⅴ．考　察

　今回の調査における大まかな遷移の流れは①先駆種群から常緑
高木群への遷移，②先駆種群から落葉高木群を経て常緑高木群へ
向かう遷移がみられた。①は攪乱後にみられるような一般的な遷
移である（1）が，②のような遷移の流れの報告はみられない。
また，落葉高木の優占樹種であるカナクギノキやクマノミズキに
ついて注目すると，クマノミズキが台風の攪乱後，林冠を構成し
ていた事例（5）や，照葉樹林下においてクマノミズキの埋土種
子が多く見つかった事例（7），崩壊地の林縁に先駆種の典型で
あるアカメガシワやヌルデとクマノミズキが共存していた事例
（12），カナクギノキを含む植生群落が森林破壊地の先駆相にみ
られること（4）から，この二つの樹種は照葉樹林構成種であり
ながら，先駆種のような生態的特徴をもっている樹種であるとい
える。そのため，落葉高木群から常緑高木群への遷移がみられた
と考えられる。
　要因についてみると，一軸は，経過年数と正の相関がみられる
ので，時間の流れを表しているということができる。また，一般
に，小面積であるほど外部からの種子散布の影響を受けやすく，
近接広葉樹林が常緑樹林であれば，常緑樹が侵入しやすいといわ
れている（6）。このことから，これらの一軸と相関を示した要
因は遷移のスピードを変化させる可能性があるといえる。また，
シカ食害も遷移のスピードを変化させる要因となりうる。今回負
の相関ではなく，正の相関がみられたのはシカの食害があっても
高い萌芽能力をもつ常緑樹（14）が他の種に比べて生存する可
能性が高かったためとも考えられるが，シカの採食に対する各樹
種への忌避性や嗜好性などを含めさらに検討が必要であろう。
　また，二軸は遷移の動向パターンの決定に影響していると考え
られる。そこで，二軸に対して値の低い位置にプロットされた落
葉高木群の種組成を見ると，優占種はカナクギノキやクマノミズ
キであった。前者が多肉果，後者が石果と呼ばれる果実をつける。
一般に，多肉果は鳥散布であるといわれ，石果は分類上多肉果に
含まれる（8）。また，クマノミズキと同じミズキ科であるミズ
キは，鳥散布である（13）。よって，これら二つの種は鳥散布型
の種子散布様式をもった種として定義することができる。これま
での研究で鳥による種子の散布距離は数百ｍ程度と言われている
（8）ことから，鳥散布の種は近接広葉樹までの距離が遠くても
侵入することができると考えられる。さらに，今回の調査で常緑
高木群の優占種は重力散布型の種子散布様式をもったアラカシで
あった。そのため，近接広葉樹までの距離が二軸に負の相関がみ
られたと考えられる。また，一軸と相関がみられた面積も種子散
布距離に影響する因子だと考えられるので，今後一軸二軸の関係
についても考察する必要があるだろう。二軸と相関のみられたシ

カ食害の有無については，適切な考察が行えなかった。さらに，
この要因は一軸にも相関がみられているため，種子散布距離と同
様に一軸二軸の関係についても今後より考察を深めていく必要が
あるだろう。

Ⅵ．おわりに

　今回の結果から，再造林放棄地の植生遷移は，先駆種から常緑
高木群へ向かう動きと，先駆種から落葉高木群をへて常緑高木群
へ向かう動きがみられた。また，その動きは近接広葉樹までの距
離などの要因で決定され，その遷移の動向は時間の流れによって
動き，面積などの立地条件によってそのスピードが変化すると考
えられる。また，九州における遷移の極相は照葉樹林（3）であ
るといわれており，今回調査した再造林放棄地の植生は最終的に
はその照葉樹林の優占種である常緑高木種が優占する植生タイプ
へと遷移すると考えられた。ゆえに，今回解析をおこなったプ
ロット全体では植生は回復しているといえるだろう。しかし，プ
ロット一つ一つを個別にみると，今回の遷移の動向に対して逆行
するプロットや，遷移が進んでいないプロットも存在した。今回
は解析および考察は行っていないが，このように逆行したり，停
滞しているプロットについて考察を深める必要があるだろう。そ
うすることで植生回復が遅れている要因を明らかにし，回復を促
す何らかの対策を講じることができると考えられる。
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